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論 説 

預金の帰属と滞納処分 
 

 

 

前国税庁徴収部長 

徳 井  豊 

 

◆INTRODUCTION◆ 

 

預金の帰属をめぐる議論は、預金者・銀行・第三債務者のそれぞれの立場から、様々

な議論が行われてきた。このような中、無記名定期預金における昭和 48 年の最高裁

判決、記名式定期預金における昭和 57 年の最高裁判決が、明確に客観説（預入行為

者が金員を横領して自己の預金とする場合を除いて、自らの出損により自己の預金と

する意思をもって金融機関に対して本人自らまたは使者・代理人・機関を通じて預金

契約をした出損者が預金者であるとする。）の立場を明らかにしたことにより、帰属

認定については決着を見たかのように思えた。しかし、近年、筆者が取り上げている

平成 15 年の二つの最高裁判決にみられるように、普通預金を中心とし客観説では説

明が難しいと思われる判決が数多く登場した。 

本論文では、第１章において、預金の帰属認定の議論について最新の裁判例を織り

交ぜ、普通預金における客観説の適用の可能性について論述し、第 2章において、預

金に対する滞納処分について、架空名義預金、借名預金、受託者名義預金等々の裁判

例を数多く取り上げ、問題点を整理している。 

現在、民法学者も活発な議論を展開している預金の帰属認定の議論については、国

税の徴収においても最も注目すべきものの一つであり、本論文はまさにタイムリーな

もので、参考になるところが大きい論文と言える。 

（税大ジャーナル編集局） 
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はじめに 

(1) 預金に対する国税の滞納処分は、徴収職員

が、預金払戻請求権（以下「預金債権」という。）

を差し押さえて、その預金債権を取り立て、滞

納国税に充当することにより滞納国税の徴収を

行うものである。差押えの対象となる預金債権

は、差押時に滞納者に帰属するものでなければ

ならないことは当然であり、仮に滞納者ではな

く第三者に帰属する預金債権を差し押さえた場

合には、その差押処分は無効であり、また、当

該差押債権を取り立てたときは、国に不当利得

が発生することから、預金の滞納処分において

は、預金者の認定、確定は、処分の適法性に直

結する重要な問題となる。 

 こうした、預金の帰属の問題は、預金の払戻

請求の場面で古くから存在し、出捐者と預入行

為者のいずれが預金債権者であるかを巡り、金

融機関に対する預金払戻請求訴訟が数多く提起

され、預金者の帰属認定基準について、最高裁

判所の判決をはじめとして、多くの裁判例が積

み重ねられるとともに、多様な学説が展開され

てきた。 

 

(2) 預金払戻請求訴訟における帰属認定に関

する最高裁判例の変遷を概観してみると、まず、

無記名定期預金について、昭和 32 年 12 月 19

日判決を嚆矢とし、昭和 48年 3月 27日の判決

に至る数次の判決を通じ、いわゆる客観説（自

らの出捐により自己の預金とする意思で銀行に

対して本人自ら又は使者若しくは代理人を通じ

て預金契約をした者を預金者とする。）が、確定

した判例とされた。ここでいう無記名定期預金 

 

 

とは、「預け入れに際し、預金者の住所、氏名の

届出をさせないで、印鑑のみを届出させておき、

銀行はこれに対し、無記名の預金証書を交付し、

満期後この証書に届出印章を押捺して呈示した

者に対し元利金を支払う仕組みの定期預金」1で

あり、昭和 22年に創設され、昭和 63年 3月末

限りで新規受付は停止された。 

 このように、無記名定期預金の預金者が誰で

あるかについては、銀行においてそもそも確認

できない仕組みであるため、例えば無記名定期

預金の預入を依頼された者が、相手方（出捐者）

から金員の交付を受けて預け入れ行為を行った

場合、預入行為者が自己の印鑑を届出する等に

より、銀行が当該預入行為者を預金者と認識し、

預金の便宜払いを行った後、相手方の預金払戻

請求が拒否されたことから訴訟提起に至る事例

が発生した。これらの訴訟の最大の争点は、無

記名定期預金は、出捐者又は預入行為者のいず

れに帰属するかという点にあり、最高裁判所は、

その帰属認定について一貫して客観説を支持し

ている。 

 

(3) 次に、最高裁判所は、記名式定期預金の払

戻請求訴訟についても、昭和 52 年 8 月 9 日の

判決をはじめとして、昭和 57 年 4 月 2 日の判

決に至る数次の判決を通じて客観説を支持、採

用している。その背景としては、記名式定期預

金は、記名式といっても、架空名義預金のよう

に届け出られた住所、氏名が真実の預金者のも

のであるという保証はなく、かつ、預金の対象

者は不特定多数で預金契約は、窓口において定

型的に迅速に処理されることが要請されること
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から、銀行は預入時に預金者を確認する手続を

とっていないこと等、無記名定期預金における

預金の帰属認定と根本的に異なるものではない

ことが考えられる。 

 学説においても、無記名定期預金及び記名式

定期預金については、出捐者を預金者とする客

観説2が主流となっているものの、これに対して、

預入行為者が特に他人のために預金をする旨を

明らかにしない限り、預入行為者を預金者とす

る主観説3や原則として客観説によるが、預入行

為者が自己が預金者であると表示した場合には、

預入行為者を預金者とする折衷説4も主張され

ている。 

 

(4) 更に、普通預金の帰属認定については、近

年その払戻請求訴訟等において、最高裁判決が

出されているが、最高裁判所は、無記名定期預

金及び記名式定期預金について定着した客観説

を普通預金に直接適用する姿勢は示していない。

確かに、普通預金に関する訴訟事例（第 1章第

1 節第 3 参照）をみると、出捐者から金員の交

付を受けて預入行為者が預金をするという図式

とは異なる事実関係にあることから、これらの

事例に客観説を適用できるかどうかについては

検討を要する課題である（第 1 章第 2節第 2参

照）。 

 

(5) ところで、定期預金について客観説が採用

されている下においては、その預金の帰属認定

と密接な関係にあるのが、民法 478条（債権の

準占有者に対する弁済）の類推適用の問題であ

る。つまり、預金の払戻請求訴訟においては、

常に出捐者が預金者となり、金融機関に対する

預金の払戻請求権を有することになるが、金融

機関は、民法478条の類推適用が認められると、

その払戻義務は免責されるため、同請求権は行

使できなくなるという意味において、金融機関

及び預金者（出捐者）の利害に大きく関わる問

題といえる（第 1章第 3節参照）。 

 

(6) 一方、こうした預金の帰属問題は、預金の

払戻請求訴訟だけに止まらず、預金に対する滞

納処分や民事執行法に基づく強制執行に関する

訴訟においても争われ、その訴訟の形態として

は、差押処分の取消請求や無効確認請求の訴訟

をはじめ、国に対する不当利得返還請求訴訟、

損害賠償請求訴訟等がある。 

 こうした訴訟事例（第 2章第 1節参照）をみ

ると、近年においては、無記名定期預金に関す

るものはなく、記名式預金に関するものばかり

であり、特に任意整理等の事務の委任を受けた

弁護士名義の預り預金の滞納処分について、そ

の帰属を巡り処分の適法性が争われる事例が目

を引くところとなっており、今後は、こうした

弁護士預金だけでなく、委任契約に係る各種の

受任者名義の預金についての滞納処分の訴訟事

例も発生することが予想される。 

 

 以下、第 1章においては、預金の帰属認定基

準について、無記名定期預金、記名式定期預金

及び普通預金の預金払戻請求訴訟に関する最高

裁判例を紹介し、これを踏まえて各預金種別の

帰属認定基準のあり方等について検討し、第 2

章においては、預金の滞納処分についての下級

審を含めた訴訟事例を紹介したうえで、預金の

滞納処分の諸問題に触れることとする。 

 なお、文中意見にわたる部分は、個人的見解

であることをあらかじめお断りしておく。 

 

第 1章 預金の帰属認定基準 

第 1節 預金払戻請求訴訟 

1 無記名定期預金 

○ 最一小判昭和 32年 12月 19日（民集 11

巻 13号 2278頁、金法 164号 12頁） 

［事案の概要］ 

 Ｘが、自己の金員をＡに交付してY銀行の

支店の無記名定期預金として預け入れるこ

とを委任し、Ａが、自己の印章を同預金の印

鑑として無記名定期預金（以下「本件預金」

という。）をして、預金証書はＸが、届出印

はＡがそれぞれ所持した。その後、Ｙ銀行は、

Ａから預金証書の提出を受けず、届出印のみ

により同人のＹ銀行に対する債務と本件預

金とを相殺したことから、Ｘは、Ｙ銀行に対

して預金の払戻請求を行ったものである。 

［判決要旨］ 

 原審（東京高判昭和 29 年 5 月 1 日（高民

集 7巻 9号 633 頁））においては、無記名定

期預金の預金者は、特段の事情のない限り、

現に自らの出捐により銀行に対し本人自ら
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又は使者、代理人機関等を通じて預金契約を

した者という外はないとして、帰属認定基準

として客観説を支持したうえで、本件預金に

充てた金員を出捐したのはＸであり、ＡはＸ

の使者又は代理人としてＹ銀行と預金契約

したものであり、従って本件の預金者はＸで

あるとしてＸの請求を認めた。 

これに対して、本判決は、その理由におい

て無記名定期預金の帰属認定基準には全く

触れず、「預金証券を提出せず、届出印鑑の

みを提出した真の債権者にあらざる者に対

し、上告銀行が本件預金の支払をした場合に

その支払によって預金債務につき免責を得

ないと同様に、前記相殺によって上告銀行が

本件無記名定期預金債務につき免責を得る

ものということはできない。」とし、「したが

って、上告銀行に対し本件預金債務の支払義

務を認めた原判決は結局正当である。」と判

示するに止めている。そして、判決要旨にお

いて「甲が乙に金員を交付して甲のため無記

名定期預金の預入を依頼し、よって、乙がそ

の金員を無記名定期預金として預け入れた

場合、乙において右金員を横領し自己の預金

としたものでない以上、その預入にあたり、

乙が届出印鑑として乙の氏を刻した印鑑を

使用し、相手方の銀行がかねて乙を知ってお

り、届出印鑑を判読して預金者を乙と考え預

金元帳にも乙を預金者と記載した事実があ

ったとしても、右無記名定期預金の債権者は

乙でなく、甲と認めるのが相当である。」と

述べている。 

 

 ○ 最三小判昭和 48 年 3 月 27 日（民集 27

巻 2号 376頁、金法 681 号 26頁） 

［事案の概要］ 

  Ｘが、Ａ社の金融の便宜を図るため、Ｙ銀

行の支店において導入預金5をすることを承

諾し、Ｘの妻がＡ社の取締役Ｂの使者を装い、

Ｘが振出を受けた銀行小切手を持参して同

支店に赴き、Ｂの印鑑を届出して無記名定期

預金（以下「本件預金」という。）をし、預

金証書及び届出印はＸが所持、保管した。そ

して、Ｙ銀行は、預金者と認定したＢに対し、

本件預金と相殺する予定のもとに貸付をし、

その後、実際に相殺が行われたため、Ｘが、

Ｙ銀行に対して本件預金の払戻請求を行っ

たものである。 

 ［判決要旨］ 

   原審（東京高判昭和 41 年 5 月 4 日（金法

444 号 7頁））においては、「預金者が誰であ

るかにつき何等の意思表示もなされない限り、

現に自己の出捐により銀行に対し、本人自ら

又は使者、代理人、機関等を通じて、右預金

契約を締結した者をもって預金者であるとみ

るべきであろう。しかしながら、特に預入に

際して、銀行に対し、預金者が何びとである

かについての意思表示がなされ、銀行におい

てその者を預金者とすることについて承諾し

た場合のように、特別事情が加わる限り、そ

の者を預金者とする定期預金契約が成立した

ものとみるを相当とする。」として無記名定期

預金の帰属認定基準として折衷説を採用した

うえで、本件預金の預金者はＡ社であるとし

てＸの請求を棄却した。 

  これに対して本判決は、まず、無記名定期

預金の帰属について「無記名定期預金契約に 

おいて、当該預金の出捐者が自ら預入行為を

した場合はもとより、他の者に金銭を交付し

無記名定期預金をすることを依頼し、この者

が預入行為をした場合であっても、預入行為

者が右金銭を横領し自己の預金とする意図

で無記名定期預金をしたなどの特段の事情

の認められない限り、出捐者をもって無記名

定期預金の預金者と解すべきであることは

当裁判所の確定した判例であり、（中略）い

まこれを変更する要はない。」として、明確

に客観説を支持するとともに、銀行の相殺に

ついて民法 478条の類推適用を肯定した。し

かし、本件相殺を有効とした原判決について

は、これを破棄し、審理不十分として原審に

差し戻した（第 1章第 3節参照）。 

 

   なお、無記名定期預金の払戻請求訴訟につ

いての最高裁判例としては、上記の外、①最

三小判昭和 35年 3月 8日（裁判集民事 40号

177 頁、金法 244 号 4 頁）、②最三小判昭和

40 年 2 月 23 日（裁判集民事 77 号 525 頁）、

③最三小判昭和 40 年 10 月 12 日（裁判集民

事 80 号 719 頁、金法 427 号 6 頁）、④最二

小判昭和 40 年 12 月 10 日（裁判集民事 81
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号 381頁、金法 433号 9頁）などがあり、い

ずれも客観説の立場をとっている。 

 

2 記名式定期預金 

 ○ 最二小判昭和 52年 8月 9日（民集 31巻

4号 742頁、金法 836号 29頁） 

［事案の概要］ 

  被相続人であるＡが、Ｙ信用組合の職員Ｂ

の勧めに応じて、自己の預金とするために同

人に金員を交付してB名義の記名式定期預金

（以下「本件預金」という。）契約を締結し、

預金証書及び届出印はＡが所持していた。そ

の後、Ａの相続人Ｘが、Ｙ信用組合に弁済請

求したところ、Ｙ信用組合はＢに対する貸付

金と本件預金との相殺を行っていたことか

らその弁済請求を拒否したため、Ｘが、Ｙ信

用組合に対して本件預金の払戻しを求めた

ものである。 

 ［判決要旨］ 

  原審（大阪高判昭和 51 年 12 月 17 日（金

商 532号 8頁））においては、「記名式定期預

金にあっては、名義の如何を問わずに、また、

金融機関が誰を預金者と信じたかに関係なく、

預金を実質的に支配している者、換言すれば

自己の出捐により自己の預金とする意思で自

ら使者、代理機関を通じて預金契約をした者

をもって預金者と認めるのが相当である。」と

して、記名式定期預金の帰属についても客観

説を採用したうえで、本件預金の預金者はＹ

信用組合の職員Ｂではなく、被相続人Ａであ

るとして、相続人Ｘの請求を認容した。 

本判決は、原審の判断は正当として是認し、

その判決要旨において「記名式定期預金が預

入行為者名義のものであり、その名義の使用

が出捐者の意思に基づく場合であっても、出

捐者が預入行為者に対し自己の預金とする

ために金員を出捐して預入行為者の名義に

よる記名式定期預金の預入手続を一任し、預

入行為者が出捐者の使者又は代理人として

預金契約を締結したものであり、かつ、預金

証書及び届出印章は出捐者が所持している

など判示のような事情があるときは、その預

金者は出捐者である。」と述べている。 

 

 ○ 最三小判昭和 57年 3月 30日（金法 992

号 38頁） 

 ［事案の概要］ 

  Ｘ外2名は、Ａ社の金融の便宜を図るため、

導入預金として定期預金をすることを承諾 

し、Ａ社の代表者Ｂが、Ｘ外 2名から金員の

交付を受けてＹ銀行の支店において架空名

義の各定期預金（以下「本件各預金」という。）

をして、各預金証書は、Ｘ外 2名が各届出印

は、Ｂがそれぞれ所持していた。そして、Ｙ

銀行は、Ｂに対して貸付を実行した後、Ａ社

が倒産したため、Ｘ外 2名がＹ銀行に対して

本件各預金の払戻しを求めたものである。 

［判決要旨］ 

   原審（大阪高判昭和 54年 4月 18日（公刊

物未登載））においては、Ｂは、Ｘ外 2 名の

代理人又は使者として本件各預金をしたもの

ではなく、Ｙ銀行は、Ｘ外 2名が出捐者であ

ることを知らず、かつ、知ることができなか

ったとして本件各預金の預金者はＢであると

して、第 1審同様Ｘ外 2名の預金払戻請求を

棄却した。 

 これに対して本判決は、無記名定期預金に

ついて客観説を採用した前掲の最高裁の判

例（昭和 32年 12月 19日判決、昭和 35年 3

月 8日判決、昭和 48年 3月 27 日判決）を引

用し「この理は、記名式定期預金においても

異なるものではないから、預入行為者が出捐

者から交付を受けた金銭を横領し自己の預

金とする意図で記名式預金をしたなどの特

段の事情の認められない限り、出捐者をもっ

て記名式定期預金の預金者と解するのが相

当である。」として記名式定期預金について

も明確に客観説を支持した。そして、原判決

において、上記特段の事情を認めるべき事実

を認定することなく、本件預金の預金者をＢ

と認定したことに違法があるとして、これを

破棄し、原審に差し戻した。 

 

 なお、記名式定期預金の払戻請求訴訟につ

いての最高裁判例としては、上記の外、①最

三小判昭和 53年 2月 28日（裁判集民事 123

号 149 頁、金法 855号 27頁）、②最二小判昭

和 53 年 5月 1日（裁判集民事 124号 1頁、

金法 861 号 33 頁）、③最二小判昭和 57 年 4

月 2日（金法 995号 67頁）、④最一小判昭和
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62年 10月 1日（金法 1183 号 36頁）などが

ある6。 

 

3 普通預金 

 ○ 最二小判平成11年4月16日（金法1554

号 77頁）7 

［事案の概要］ 

  土木建築請負業を営むＡ社及びＸ社は、Ｂ

県から大学の建築工事を請負うため、共同企

業体を結成し、その代表者をＡ社の支店長Ｃ

として、Ｃ名義の普通預金口座を開設し、自

己の名義をもって請負代金の請求、受領、分

配や企業体に属する財産の管理等を行う旨

の協定が締結された。そして、Ｂ県から請負

代金（以下「本件代金」という。）が、Ｃ名

義の普通預金口座に振り込まれたところ、翌

日、同口座から本件代金が払い戻され、Ａ社

の普通預金口座に入金された。しかし、その

後、Ａ社について会社更生手続が開始し、更

生管財人としてＹが選任されたが、Ｘ社に対

して本件代金は分配されなかったためＸ社

は、本件代金の半額につき取戻権（会社更生

法 62条）、共益債権（同法 208 条 6号、8号）

等を有すると主張して、Ｙに対してその支払

を求めたものである。 

 ［判決要旨］ 

  原審（大阪高判平成 9 年 12 月 3 日（金法

1554号 78頁））においては、「民法上の組合

において、業務執行者たる組合員が自己の名

において取得した財産は、組合の計算におい

てなされた場合であっても、格別の合意がな

い限り、先ずその者に帰属し、組合への移転

行為によって初めて組合財産となるものと

解される（民法 671条、646 条）。」としたう

えで、本件企業体においては協定に則り、代

表者を定め、請負代金は代表者が自己の名前

をもって請求、受領していることから、本件

代金は、Ｃ名義の普通預金口座に振り込まれ

たことにより、その全額がＣに帰属したので

あり、その半額がＹ社に帰属したとか、その

全額が企業体の財産になったといえず、Ｘ社

は分配請求権を有するに止まるとして、Ｘ社

の請求を棄却した。本判決は、原審の認定判

断を正当としてこれを是認した。 

 

〇 最一小判平成14年1月17日（判時1774

号 42頁） 

［事案の概要］ 

  Ａ建設会社は、Ｂ県との間で公共工事の請

負契約を締結し、Ｂ県から前払金を受けるた

め、Ｙ1 保証事業会社の保証を受けてＹ2 信

用金庫の支店に普通預金口座（以下「本件預

金口座」という。）を開設した。そして、Ａ

社は、本件預金口座にＢ県からの前払金の振

込みを受けて預金（以下「本件預金」という。）

としたものの、営業停止により工事の続行が

不可能となったため、Ｂ県は契約を解除し、

Ａ社から前払金（工事既済部分の代価の控除

後の金額）の返還がなかったので、Ｙ1から、

保証債務の履行として当該前払金の支払を

受けた。その後、Ａ社は、破産宣告を受け、

破産管財人に選任されたＸが、本件預金は、

破産財団に属すると主張して、Ｙ1 に対しそ

の確認を求め、Ｙ2 に対し本件預金の払戻し

を求めたものである。 

［判決要旨］ 

  原審（名古屋高判平成 12年 9月 12日（金

商 1109 号 32 頁））においては、Ａ社が、本

件預金の払戻しにつき、Ｙ1 の委託を受けた

Ｙ2 によって厳重に使途が規制されているこ

と、Ｙ1 が保証債務を履行した場合、Ａ社に

対する求償権を取得するほか、Ｂ県に代位す

ることが予定されていること等からＹ1 は、

Ａ社から本件預金につき債権質等の担保の

設定を受けたものと認めるのが相当であり、

Ｙ1 は別除権があるとしてＸの請求を棄却し

た。 

これに対して本判決は、本件預金につき債

権質等の担保を受けたとした原審の判断は

相当ではないとしたうえで、本件前払金が本

件預金口座に振り込まれた時点で、Ｂ県を委

託者、Ａ社を受託者、本件前払金を信託財産

とし、これを当該工事の必要経費に充てるこ

とを目的とした信託契約が成立したと解し、

本件預金口座からＡ社に払出されてはじめ

て、当該金員がＡ社の固有財産に帰属すると

して原審同様、Ｘの請求を棄却した。 

 

〇 最二小判平成15年2月21日（判時1816

号 47頁） 
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［事案の概要］ 

  Ｘ損害保険会社の損害保険代理店であるＡ

社は、保険契約者から収受した保険料をＸ社

に納付するまで自己の財産と明確に区分し

て保管するため、Ｙ信用組合に「Ｘ代理店Ａ」

名義の普通預金口座（以下「本件預金口座」

という。）を開設し、保険料の入金、Ｘ社へ

送金する保険料等の払戻しを行っていた。こ

の口座の通帳及び届出印は、Ａ社が保管して

いた。このような状況下で、Ａ社は、二度目

の不渡手形を出すことが確実となったため、

Ｘ社がＡ社から本件預金口座の通帳及び届

出印の交付を受けて、Ｙ信用組合に対し本件

預金口座の預金（以下「本件預金」という。）

の払戻しを請求したところ、Ｙ信用組合はＡ

社に対する貸付債権と本件預金債務を相殺

するとして払戻しを拒否したため、Ｘ社が本

訴を提起したものである。 

［判決要旨］ 

  原審（札幌高判平成 11年 7月 15日（金商

1167号 9頁））においては、本件預金の出捐

者は、①Ａ社は、Ｘ社を代理して収受した保

険料を専用の金庫等で保管し、他の金銭と混

同していなかったこと、②本件預金の原資は

保険料及び預金利息であること、③Ａ社は、

保険料自体の帰属については、独自の実質的

な経済的利益を有していないこと、④Ｘ社は、

Ａ社が保険料を収受することにより保険金

未払いの危険を負担することになるので、保

険料の帰属について実質的又は経済的な利

益を有していることを考慮すると、収受した

保険料の所有権は、占有者でないＸ社に帰属

すると認めるべき特段の事情が存するもの

と解する余地が十分あり、仮にそうでないと

しても、上記諸点を考慮すると、本件預金の

出捐者はＸ社であり、本件預金はＸ社に帰属

するとして第一審と同様、Ｘ社の請求を認容

した。 

これに対して本判決は、①本件預金口座を

開設したのはＡ社であること、②本件預金口

座の名義（「Ｘ代理店Ａ」）が、預金者として

Ｘ社を表示しているとは認められないこと、

③Ｘ社とＡ社との間での普通預金契約の代理

権を授与していた事情はないこと、④本件預

金口座の通帳及び届出印はＡ社が保管し、入

金、払戻し事務を行っていたのはＡのみであ

ることから、本件預金口座の管理者は、名実

ともにＡ社であるとしたうえで、「受任者が委

任契約によって委任者から代理権を授与され

ている場合（中略）金銭については、占有と

所有とが結合しているため、金銭の所有権は

常に金銭の受領者（占有者）である受任者に

帰属し、受任者は同額の金銭を委任者に支払

うべき義務を負うことになるに過ぎない。そ

うすると、被上告人の代理人である訴外会社

が保険契約者から収受した保険料の所有権は

いったん訴外会社に帰属し、訴外会社は、同

額の金銭を被上告人に送金する義務を負担す

ることになるのであって、被上告人は訴外会

社が上告人から払戻しを受けた金銭の送金を

受けることによって、初めて保険料に相当す

る金銭の所有権を取得するに至るというべき

である。したがって、本件預金の原資は、訴

外会社が所有していた金銭にほかならない。

したがって本件事実関係の下においては、本

件預金債権は被上告人にでなく、訴外会社に

帰属するというべきである。」として、原判決

を破棄し、第一審を取り消し、Ｘ社の請求を

棄却した。 

 

第２節 預金の帰属認定基準の検討 

1 定期預金 

(1) 最高裁判例として前節で紹介した無記名

定期預金及び記名式定期預金の払戻請求訴

訟においては、基本的に出捐者と預入行為者

が異なり、金融機関が預金者を確知すること

ができないため又は、預入行為者を預金者と

して認識したため、出捐者からの預金払戻請

求を拒否する図式となっている。特に、導入

預金のケースについては、預入を依頼したも

のが預入行為者となり、定期預金を裏づけと

した融資の実行を円滑に受けるために、当該

定期預金を自己の預金であるかのような言

動に出て、金融機関が預入行為者を預金者と

信じて当該定期預金について払戻しや、預入

行為者の債務との相殺を行い、出捐者からの

払戻請求を拒否する事例が多く発生した。 

ところで、本来、預金は、預金契約により

成立し、預金契約という法律行為を行った者

が預金者となる。ただし、代理人が本人のた
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めにする旨を表示して預入を行った場合に

は、本人が預金者となり（民法 99条）、代理

人が本人のためにすることを表示せず預入

を行った場合には、相手方（金融機関）が本

人のためにすることを知り、または、知りう

べきときを除き、代理人が預金者となる（民

法 100 条）。こうした契約締結当事者につい

ての一般的な契約理論を預金の帰属認定基

準として採用するとすれば、主観説（預入行

為者が、特に他人のために預金をする旨を明

らかにしない限り、預入行為者を預金者とす

る。）になると考えられる。 

 

(2) しかし、最高裁判所は、定期預金の帰属認

定については、一貫して出捐者を預金者とす

る客観説を採用している。何故最高裁判所が

主観説を採用しないのか、その手掛かりとし

て、無記名定期預金の帰属問題に最初に判断

を下した前掲最一小判昭和 32 年 12 月 19 日

の原審（前掲東京高判昭和 29 年 5 月 1 日）

に遡ってその判決内容を見ると、契約理論と

の関連を明らかにしつつも、無記名定期預金

の無記名式という特殊性を考慮すると主観

説を採用できなかったという事情がうかが

える。すなわち、同判決は「無記名というの

は、単に証書の上に債権者の氏名を表示しな

いというに止まるものではなく、預金預け入

れにあたってはなんぴとが預金者であるか、

その住所氏名等は一切銀行においてこれを

問わず、ただ印鑑だけを届け出るものであり、

現実に金員を持参して預け入れにきた者は、

一体誰なのか、預入れ本人なのか代理人なの

か、使者であるかはたまた機関であるかも、

また、預金者は個人であるか法人その他の団

体であるかなども一切銀行では聞かず、銀行

はそれについて関り知らぬと言う建て前で

ある。従って、たまたま銀行の預け入れ手続

き取り扱い者が、預け入れに来た者をその住

所氏名等によって知っていたとしてもこの

者は本人として預け入れをするのか、使者、

代理人若しくは機関としてするのか明らか

でないから、この預金をもって直ちに右の者

の預金とすることはできないのである。」と

して、無記名定期預金は、銀行としてはあく

まで預金契約の相手方が現実になんびとで

あるかは知らぬ建て前の特殊な性格の預金

であり、契約理論を適用する前提（契約当事

者の確定）をそもそも欠くことから、主観説

は採用できないと判断したのではないかと

考えられる。 

  このように、無記名定期預金は、預入時に

金融機関が一般的な契約理論に沿って預金

者を確定することは事実上不可能であり、金

融機関として真実の預金者の把握は、預金証

書及び届出印の占有によるほか有効な方法

はなく、金融機関はそれらの提示を受けて払

戻すことが求められる。こうした点に注目す

れば、預金証書と届出印を自己のものとして

支配している者を預金者とすることが無記

名定期預金の取り扱いの実情に合っており、

通常、それらの占有者は、出捐者（自らの出

捐により銀行に対して本人自ら又は使者若

しくは代理人を通じて預金契約をした者）と

一致することから、出捐者を預金者とする客

観説を無記名定期預金の帰属認定基準とし

て採用することに合理性があると考えられ

る。勿論、預金証書及び届出印の占有者は、

全て出捐者であるとは限らず、例えば出捐者

がそれらの保管を第三者に委託した場合や

第三者が不当に所持している場合等が考え

られる。しかし、こうした場合であっても、

銀行としては、預金証書及び届出印の占有者

に支払えばそれをもって免責（民法 478条）

されるのであり、その支払に異議を有する出

捐者は、占有者に対し払戻金の返還を請求す

ることになろう。 

  無記名定期預金について、出捐者と預入行

為者が異なり、預金証書及び届出印は出捐者

が所持している場合には、銀行は、満期時に

出捐者を預金者として払い戻しを行うべき

であり、仮に、預入行為者を預金者とする主

観説を適用することになれば、預金証書及び

届出印の占有者に支払うという基本ルール

が否定され、出捐者の利益を不当に侵害する

おそれがあり、認容することはできない。 

  最高裁判所は無記名定期預金に客観説を支

持、採用する理由について、前掲最三小判昭

和 48 年 3 月 27 日において、「無記名定期預

金契約が締結されたに過ぎない段階におい

ては、銀行は預金者が何人であるかにつき格
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別利害関係を有するものではないから、出捐

者の利益保護の観点から、右のような特段の

事情のない限り出捐者を預金者と認めるの

が相当であり、銀行が無記名定期預金債権に

担保の設定を受け、または、右債権を受動債

権として相殺をする予定のもとに、新たに貸

付をする場合においては、預金者を定め、そ

の者に対し貸付をし、これによって生じた貸

金債権を自働債権として無記名定期預金債

務と相殺されるに至ったとき等は、実質的に

は、無記名定期預金の期限前払い戻しと同視

することができるから、銀行は、銀行が定め

た者（以下表見預金者という。）が真実の預

金者と異なるとしても、銀行として尽すべき

相当な注意を用いた以上、民法 478条の類推

適用、あるいは、無記名定期預金契約上存す

る免責規定によって、表見預金者に対する貸

金債権と無記名定期預金債務との相殺等を

もって真実の預金者に対抗しうるものと解

するのが相当であり、かく解することによっ

て、真実の預金者と銀行との調整がはかられ

うるからである。」として出捐者の利益保護

の観点から客観説を採用するとともに、事実

上出捐者を確定できない無記名定期預金取

引において銀行の利益を保護する観点から、

真実の預金者（出捐者）と異なる者に対して

預金担保貸付、相殺を行った場合であっても、

民法478条の類推適用があれば銀行の二重払

いのリスクを回避できることを明らかにし

ている。 

 

(3) 次に、記名式定期預金の帰属認定に当たっ

てどのような基準を適用すべきかが問題と

なる。無記名定期預金は、そもそも預入時に

おいて預金者が誰であるか銀行においても

確定できない仕組みであるのに対し、記名式

定期預金は、預金の名義人が表示されるため、

出捐者が自ら又は代理人等を通じて自己の

名義をもって預金をしたときは、名義人（出

捐者）が預金者となる。 

  記名式定期預金の帰属認定についての裁判

例の中には、上記のような無記名定期預金と

の差異を考慮したものもある。例えば、大阪

高判昭和 43年 6月 27日（判時 533号 43頁）

においては、無記名定期預金にあっては、元

来預金者の氏名を特定しない建前のもので

あり、その預金者の決定には、証書及び印章

の所持の事実は、極めて重要視すべきである

のに対し、記名式定期預金については、元来

その表示を通じて預金関係を特定する建前

のものであるとし、その預金者の認定につい

ては、「先ず当該預金の名義人が重視され、

これが他人名義、架空名義又は当該預金契約

の合理的解釈上、右と同一視し得る如き場合

（単なる形式的名義人の場合）等には、当該

金員の預入行為者の言動等その明示又は黙

示の表示とこれに対する受入銀行の認識と

を総合し、主として外形的見地からこれを考

察決定すべく金員の実際の出捐関係、預金証

書及び印章の所持状況等の実質的関係は、右

表示ないし認識評価のうえで意味を有する

ことになると解するのが相当である。」とし

ている。 

  しかし、記名式定期預金の取引実態は、預

入行為者が、常に真実の預金者を名義人とし

て表示するとは限らず、他人名義や架空名義

を使用することもあることから、名義人が預

金者であるとは必ずしも言えない。 

  このように、記名式定期預金については、

預金者の氏名住所を金融機関に届け出るこ

とになっているものの、それが真実である保

証はなく、かつ、預金契約は窓口において定

型的に迅速に処理されることが要請される

ため、金融機関においては、事実上預金者を

確認する手続はなく、真の預金者が誰である

か、把握できないのが実情である。従って、

記名式定期預金についても、金融機関は預金

時に預金契約の相手方を確定できないとい

う意味において無記名定期預金と何ら差異

はなく、預金の帰属認定基準についても同一

に考える必要がある。 

  前掲最三小判昭和57年3月30日において

は、無記名定期預金に採用した客観説は、当

裁判所の確定した判例であり、この理は記名

式定期預金においても異なるものではない

ことを明言している。 

 

(4) なお、客観説における出捐者とは、預金の

原資を拠出した者と言えるが、前節で照会し

た定期預金の払戻請求訴訟においては、いず
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れも出捐者は誰であるかは明らかであり、当

事者間で争いがない。しかし、例えば、Ａが

Ｂに対して金員を交付してＢが定期預金を

した場合に、その金員の交付が実質的に貸付

金又は贈与金としてなされたときは、交付を

受けた金員は、Ｂに帰属し、Ｂが定期預金の

出捐者となることから、交付された金員の性

格が当該定期預金の帰属認定を左右するこ

ととなる。こうした事例として、次のものが

ある。 

 

○ 最一小判昭和62年10月1日（金法1183

号 36頁） 

［事案の概要］ 

 Ｘ社の代表者Ａが、鉱物の採掘、選鉱、精

錬、その製品の販売等を行うＹ1 社の代表者

Ｂにタイ国からの錫鉱の輸入話を打診した

ところ、直接の輸入業務はすべてＸが行い、

輸入鉱石は全量Ｙ1 社で買い取ることで合意

された。その後、Ｘ社は、タイ国の会社との

間で錫鉱石の輸出契約を締結したものの、信

用状の開設のため、開設銀行に対して信用状

によって支払を保証された代金相当額の担

保を提供する必要があったところ、Ｘ社には

担保に供すべき資金がなかった。このため、

Ｙ1 社がＹ2 銀行から信用状の開設に必要な

資金を借り受け、Ｘ社名義の当座預金口座及

び普通預金口座に振込入金し、Ｘ社が当座預

金口座に振り込まれた預入金をＸ社名義の

定期預金（以下「本件預金」という。）とし、

同預金を担保として信用状を開設した。とこ

ろが、Ｘ社とＹ1 社の間で利益の分配に関し

て紛争が生じ、結果的にタイ国会社との輸入

契約は破棄され、信用状も解約されたことを

受けて、Ｘ社は、Ｘ社がＹ1 社に対して、本

件預金債権を有することの確認を請求し、Ｙ

2 銀行に対し、本件定期預金の払戻を請求し

たものである。 

［判決要旨］ 

 原審（福岡高裁宮崎支判昭和 61年 6月 16

日（公刊物未登載））においては、①本件輸

入契約及び信用状設定は、実質的にもＸ社が

契約当事者となって契約したものであるこ

と、②仮に、本件預金の債権者がＹ1 社であ

るとすれば、Ｙ2 銀行は、担保の確保のため

に、Ｙ1 社との間で別個に質権設定等の担保

設定行為をし、あるいは、少なくとも書面に

より、Ｘ社が信用状開設の担保として本件預

金を差し入れるのを承認する旨の承諾書等

を徴すべきところ、Ｙ2 銀行はかかる行為を

行っていないこと、③Ｘ社はＹ2 銀行から普

通預金証書、小切手帳、手形帳、本件預金証

書の写し等の交付を受け、各預金に必要な印

鑑はすべてＸ社が所持していることを認定

したうえで、Ｙ1 社からＸ社に対する振込金

は、Ｙ1 社のＸ社に対する貸付金であるとし

て、本件預金の権利者はＸ社であるとした。

本判決も原審の認定判断は正当であるとし

て是認した。 

 

2 普通預金 

(1) 口座開設者と預金の帰属 

イ 普通預金は、法律的には期間の定めのな

い金銭の消費寄託であり、通帳によりいつ

でも払戻しのできる預金である。普通預金

契約が成立し、口座が開設されると、以後

反復、継続して預入及び払戻しを行うこと

ができる。そして、預入がある場合には、

その都度独立した預金債権が成立するので

はなく、既存の預金債権と合算されて一個

の預金債権が成立すると解されている。こ

のように、普通預金口座開設後における預

入金は、口座開設時の預入金と一体となっ

て残高債権を構成することから、普通預金

については、次の裁判例にあるように、口

座の開設者がその後の預入金についても預

金者となるとの見解がある。 

  

○ 東京高判平成 7年 3月 29 日（金法 1424

号 43頁） 

［事案の概要］ 

  Ｘ社の代表者Ａが知人Ｂから税務対策のた

め、銀行融資予定資金を一旦Ｃ名義の預金口

座に入金することを提案され、Ａ及びＣがこ

れに賛同した。ところが、Ｃはこれを利用し

てＸ社から金員を詐取することを計画し、Ａ

に無断でＹ銀行の支店に自己の印鑑を使用

して普通預金口座（以下「本件預金口座」と

いう。）を開設した。そして、Ｃは顔なじみ

の窓口行員に対し、近々振込みがあるので、
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その振込予定額の払戻請求書を提出したと

ころ、行員は、当該請求書を後日取扱依頼と

して預かり、その預り証をＣに交付した。そ

の後、Ｘ社は銀行融資を受けたので、ＡがＹ

銀行の支店に赴き、Ｃと落ち合ったところ、

Ｃが本件預金口座の通帳と届出印を呈示し

てきたため、Ａは持参した小切手をＣに渡し

てＣが小切手を本件預金口座に預け入れ、通

帳と届出印はＡに返却した。 

 その数日後、Ｃが同支店を訪れ、預り証を

提出して、本件預金口座から前記小切手によ

る預け入れ相当額の払戻しを受け、その後に

なされたＡによる払戻請求が拒否されたため、

ＸがＹに対し、その払戻しを求めたものであ

る。 

［判決要旨］ 

 原審（東京地判平成 6 年 7 月 29 日（金法

1424号 45頁））においては、まず、本件預金

口座開設時の預金者については、「預入行為者

が右金員を横領して自分の預金とする意図で

定期預金をしたなどの特段の事情の認められ

ない限り、出捐者をもって預金者とすべきで

あると解されるところ、普通預金においても

右の理に変わりはないと解される。」としたう

えで、本件においては預金口座開設に当たっ

て金員を出捐したのはＣであり、Ｃは金員詐

取の目的でＡに無断で口座開設を行い、預金

通帳と届出印を自ら保管し、直ちにＡに交付

しなかったことから、Ｃの意思として自らの

預金とする意図であるとして、口座開設時の

預金者はＣであるとした。 

 次に、小切手の預け入れに係る預金の帰属

については、「普通預金は、（中略）預け入れ 

られた金額は、常に既存の残高と合計された

一個の債権として取り扱われ、預入ごとに金

額を区分けして取り扱うことはおよそ予定

されていないものであるから、一個の包括的

な契約が成立しているものと解すべきであ

り、個々の預入金ごとに各別の預金債権が成

立するとみることはできない。そうすると、

普通預金契約においては、口座開設当初の預

金者がその後の預入金についても預金者と

なるといわざるをえない。」としてＸの請求

を棄却した。本判決も原判決を全面的に支持

した。 

 

ロ 原審においては、無記名定期預金及び記名

式定期預金についての客観説を普通預金に

適用できるとの見解を示しているが、この点

については後述する（本節 2（2）参照）。 

また、本判決は、普通預金は、一個の包

括的な契約であるという法的性質に着目し

て口座開設当初の預金者がその後の預入金

についても預金者となるとしているが、例え

ば、Ｃに小切手の詐取の意思がなく、Ｃの開

設した普通預金口座にＸ社の預金とする意

図で小切手の預入を受入れた場合には、口座

開設当初の預金者であることのみを理由と

して小切手の預入れに係る預金の預金者は

Ｃであるとすることは疑問であり、上記の見

解を普通預金の帰属認定に当たって全面的

に適用することには無理があると考えられ

る。 

 

(2) 客観説の適用 

イ 定期預金の払戻請求訴訟の事例をみると、

そのほとんどが、無記名定期預金にあって

は、出捐者と預入行為者、記名式定期預金

にあっては、出捐者と預入行為者、名義人

のいずれの者が預金者であるかが争点とな

っている。これに対し、普通預金の払戻請

求訴訟や滞納処分に係る訴訟等においては、

上記の記名式定期預金と同様の事例がみら

れるものの8、近年においては、訴外第三者

から収受した金銭の普通預金口座（訴外第

三者名義のものを除く。以下同じ）への預

入又は、訴外第三者からの普通預金口座へ

の振込又は入金につき、その預入金の正当

な所有権者を巡り当事者間で預金の帰属が

争われる事例が主流を占めている。こうし

た事例のうち、最高裁判所まで争われたも

のとしては、次のようなものがある。 

 ① 2 社で構成する建築工事共同企業体の

代表者名義の普通預金口座に振込まれ

た請負代金の帰属につき、当該 2社の争

い（前掲最二小判平成 11年 4月 16日） 

 ② 保証事業会社の保証の下に地方公共

団体から公共工事の前払金の支払を受

けた請負会社が破産した場合の当該前

払金の帰属につき破産管財人と保証事
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業会社等との間での争い（前掲最一小判

平成 14年 1月 17日） 

 ③ 保険契約者から収受した保険料を損

害保険会社の代理店名義の普通預金口

座に預け入れた預入金の帰属につき、損

害保険会社と当該預金口座を開設した

信用組合との間での争い（前掲最二小判

平成 15年 2月 21日） 

④ 滞納会社から債務整理事務の委任を受

けた弁護士が、同社から受領した金銭を

もって開設した弁護士名義の普通預金

口座の預金の帰属につき、弁護士と差押

え等を行った税務署長との間での争い

（後掲最一小判平成 15年 6月 12日） 

  

ロ こうした普通預金口座の預入金の正当な

所有権者が誰であるかが問題となるような

事例においては、従来の客観説をそのまま

適用することについては、疑問が残るもの

の、客観説の核心が出捐者を預金者とする

点にあるとすれば、預入金の正当な所有権

者が客観説における出損者と合致すれば、

上記のような事例においても客観説を適用

できる余地があるとも考えられる。 

  この点に関連して、上記③の最高裁判例は、

保険契約者から収受した保険料は、一旦損害保

険代理店である訴外会社に帰属し、同社は、同

額の金銭を被上告人である損害保険会社に送金

する義務を負うとしたうえで、「本件預金の原資

は、訴外会社が所有していた金銭にほかならな

い。したがって、本件事実関係の下においては、

本件預金債権は、被上告人ではなく訴外会社に

帰属するというべきである。」と判示している。

本判決は、最高裁判所が普通預金の帰属問題に

ついて、初めて判断したものであり、客観説的

なアプローチを採っていないといわれている9。

確かに、従来の客観説における出捐者という用

語は直接使用せず、「本件預金の原資は訴外会社

の所有していた金銭にほかならない。」という間

接的な表現を用いているが、その真意は、保険

契約者から収受した保険料の所有権は一旦訴外

会社に帰属し、同社が、これを預金の原資とし

て出捐したのであるから、訴外会社を客観説で

言う出捐者（＝預金者）と認定したと解するこ

ともできる。そうだとすれば、客観説すなわち、

出捐者を預金者とする認定基準は、前期の①～

④のような普通預金の事例にも適用することは

可能ではないかと考えられ、今後の最高裁判所

の判断が注目されるところである。 

 

第 3節 預金者と金融機関との利害調整 

(1) 定期預金の払戻請求訴訟における利害関

係者は、基本的に出捐者、預入行為者及び金

融機関の第三者であり、その主たる争点とし

ては、出捐者又は預入行為者のいずれが預金

者であるか（預金の帰属認定）という点10と

同時に、採用された帰属認定基準のもとにお

いて預金者と金融機関との間の利害調整を

いかに図るか（金融機関の免責）という点が

挙げられる。既にみたように、定期預金の帰

属認定については、出捐者を預金者とする客

観説が採用されているものの、金融機関にお

いては、無記名定期預金又は記名式定期預金

の真実の出捐者は把握できないため、預入行

為者等を預金者と誤信することが生ずる。そ

して次のような場合には、金融機関は二重払

いのリスクに直面する。 

① 金融機関が、Ａを預金者と認識して預

金の払戻を行った後に、出捐者であるＢ

が預金の払戻請求を行う場合 

② Ａの債権者Ｃが、Ａの預金として差

押えを行い、金融機関がＣに対して払

戻しを行った後、出捐者であるＢが預

金の払戻請求を行う場合 

③ 金融機関が、Ａを預金者と認識し、Ａ

に対し預金を相殺する予定のもとに貸

付をし、実際に相殺を行った後に、出捐

者であるＢが預金の払戻請求を行う場

合 

④ 金融機関が、Ａを預金者と認識し、預

金と従来から金融機関がＡに対して有

している債権とを相殺した後、出捐者で

あるＢが預金の払戻請求を行う場合 

上記の①～④のケースにおいて、金融機

関が真実と異なる者を預金者と認識し、そ

の者に対する払戻し又は相殺を行った場合

であっても、当該払戻し又は相殺について、

民法 478条（債権の準占有者に対する弁済）

の規定の適用を受ければ、金融機関はＢへ

の二重弁済を免れることができる。これを
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真実の預金者の側からみれば、預金払戻請

求訴訟において、当該預金の預金者と認定

されたとしても、銀行に民法 478 条に基づ

く支払の免責が認められれば、銀行からの

払戻しの道は閉ざされることになる。なお、

同条の「債権の準占有者」とは、真実の債

権者であると信じるような外観を有する者

をいい、同条の適用を受けるためには、弁

済者が善意であったことに加え無過失であ

ることを必要とする、というのが判例、通

説である。 

 

(2) 無記名定期預金の上記③のケースにつき、

前掲最三小判昭和48年3月27日においては、

出捐者を預金者とすることが相当としたう

えで、「銀行が預金者と定めた者（以下「表

見預金者」という。）が真実の預金者と異な

るとしても、銀行として相当な注意を用いた

以上、民法 478条の類推適用、あるいは無記

名定期預金契約上存する免責規定によって、

表見預金者に対する賃金債権と無記名定期

預金債務との相殺等をもって真実の預金者

に対抗しうるものと解するのが相当であ

り、・・・」として最高裁判所として初めて

相殺の場合にも、同条の類推適用を肯定した。

もっとも、本判決においては、銀行の相殺を

有効とした原判決を破棄し、銀行が相当の注

意を用いて預入行為者を預金者と確定した

かどうかの点につき、審理不十分として原審

に差し戻した。そこで上記③のケースにおい

て銀行が民法478条の類推適用を受けるため

の要件が問題となるが、この点に関連して次

のような判例がある。 

 

○ 最二小判昭和 53 年 5 月 1 日（判時 893

号 31頁） 

［事案の概要］ 

  Ｘ外 3名は、Ａの依頼を受け、現金を持参

してＡ及びその知人ＢとともにＹ銀行の支 

店に赴き、Ａ及びＢが、Ａと同一の姓の架空

名義の各定期預金（以下「本件各預金」とい

う。）の預入手続きを行ったが、Ｘらは預金

証書のみ交付を受けたのみで届出印は、Ａが

所持した。 

  その後、Ａが同支店に赴き、預金証書を紛

失したとしてその再発行を求め、届出印を押 

した事故届等とともに紛失届が出ている旨

の警察の落失証明書を提出した。同支店の係

員は、Ａが預金者であると信じて預金証書を

再発行して、預金担保貸付を実行した。しか

し、その後弁済がないためＹ銀行は、本件各

預金と貸付金を相殺したところ、Ｘらが、Ｙ

銀行に対して預金の払戻しを求めたもので

ある。 

 ［判決要旨］ 

   原審（福岡高判昭和 50年 3月 19日（金商

550号 13頁））においては、Ｘらを預金者と

認定し、本件各預金の証書を紛失したとして、

同証書を持参せずに来店したＡをもって、面

識があり、届出印を持参し、警察の落失証明

書等の提出をしたというだけでは、債権の準

占有者であるとは言い難く、Ｙ銀行は相殺に

ついて、善意・無過失であったとは言えない

として、Ｙの控訴を棄却した。 

   本判決においても、出捐者であるＸらを預

金者として認定するとともに、民法 478条の

類推適用については、「貸付を受ける者が定期

預金債権の準占有者であるというためには、

原則として、その者が預金証書及び当該預金

につき銀行に届け出た印章を所持することを

要するものと解するべきである。もっとも、

貸付を受ける者が届出印のみを所持し、預金

証書を所持しないような場合であっても、特

に銀行側にその者を預金者と信じさせるよう

な客観的事情があり、それが預金証書の所持

と同程度の確実さをもってその者に預金が帰

属することを推定させるときには、その者を

預金の準占有者と言うことができる。」と判示

した。そして本件については、原審同様、Ａ

は、貸付に際して本件各預金債権の準占有者

とは言えないとして原審の判断を正当として

是認した。 

 

 ○ 最二小判昭和 57 年 4 月 2 日（金法 995

号 67頁） 

 ［事件の概要］ 

Ｘは、Ａの依頼により、Ｂの資金調達のた

め導入預金として定期預金をすることを承

諾し、Ａ・Ｂと共にＹ銀行の支店に赴き、Ｂ

がＸから送金小切手の交付を受け、Ｂ名義の
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定期預金（以下「本件預金」という。）とし

たが、Ｂは終始自己が預金者のような振舞い

を見せ同席者もこれを容認して協力したの

で、銀行側は、預金者はＢであると認識した。

本件預金証書の保護預り証と届出印は、Ｘは

所持したが、届出印はＢらによって別の印章

にすり替えられた。その後、Ｂは、保護預り

証を紛失したとして、Ｙ銀行にすり替えた届

出印を用いて紛失届を提出したうえ、預金を

担保に三回にわたって貸付を受けた後、本件

預金を中途解約し、貸付債務残高と相殺し、

残金の払戻しを受けたため、ＸがＹ銀行に対

して預金の払戻請求を行ったものである。 

［判決要旨］ 

   原審（大阪高判昭和 56年 5月 29日（金法

973号 42頁））においては、客観説を採用し、

出捐者であるＸを本件預金の預金者としたも

のの、民法 478条の類推適用については、預

入手続においてＢの名義が用いられ、保護預

り約定書にＢが署名する等Ｂは預金者のよう

な振舞いをみせ、Ｘを含む同席者もこれを容

認して協力したこと等の事情を挙げてＹ銀行

が本件預金の預金者をＡと誤信したことは、

客観的に無理がなく、Ａを本件預金の準占有

者と認めることが相当であり、Ｙ銀行に過失

があったとは言えず、民法 478 条の類推適用

を認めた。本判決においては、原審の判断は、

正当として是認した。 

 

(3) さらに、前記①のケースについて、銀行を

敗訴させた事例として次のものがある。 

  

○ 最二小判昭和 41 年 11 月 18 日（週刊金

融判例 38号 2頁） 

 ［事案の概要］ 

  Ｘは、Ａからの依頼を受け、Ｂ社の金融の

便宜を図るため、導入預金として、普通預金 

をすることを承諾し、Ａが知人ＣとＢ社の部

長Ｄと共にＹ銀行の支店に赴き、ＡがＸから

交付を受けた銀行保証小切手により、Ｅ名義

（架空名義）の普通預金（以下「本件預金」

という。）とし、通帳及び届出印は、Ｘが所

持した。ところが、翌日Ｄは、上記通帳と届

出印を紛失したとして同支店に届出たとこ

ろ、銀行側は、預金者はＤであると判断して、

便宜扱いとして即時に通帳再発行の手続き

がとられた。これによりＤは、新通帳を取得

し、数回に亘って本件預金全額の払戻しを受

けたため、Ｘは、Ｙ銀行に対して本件預金の

払戻しを求めたものである。 

 ［判決要旨］ 

   原審（大阪高判昭和 40年 8月 9日（金法 422

号 7 頁））においては、まず「預金債権者の準

占有者たるには、必ずしも預金通帳及び印章を

所持することを要せず、弁済者の側より観察し、

社会一般の取引概念に照らして真実債権を有す

ると考えるに足りる外観を備えていれば足るも

のということができる。」と述べたうえで、本件

預金を払い戻した当時において、Ｄをもって客

観的に債権者なりと考える外観的資料はなく、

Ｄは預金債権の準占有者に該当せず、仮に該当

するとしても、Ｙ銀行の本件預金の払戻しは、

少なくとも無過失であったとは言えないとして、

Ｘの請求を認容した。本判決においては、Ｙ銀

行は、Ｄを本件預金債権者と誤認して再発行の

通帳を同人に交付したのであるから、再発行の

通帳及び改印後の新印章は、Ｄが本件預金債権

者であるか否かを確認するための資料としては

無価値であり、同人が本件預金債権の準占有者

に当たらないとして、原審の認定判断は正当と

して是認した。 

 

第 2章 預金の滞納処分 

第 1節 預金の滞納処分に係る訴訟 

確定した国税債権が、法律の定める納期限ま

でに完納されない場合には、督促が行われ、督

促後 10 日を経過してもなお、完納されないと

きは、財産の差押え、財産の換価、換価代金の

滞納国税への配当等の一連の滞納処分が行われ

ることになる。預金等の債権の滞納処分につい

ては、まず、第三債務者（預金の場合は、金融

機関）に対して債権差押通知書の送達をして債

権の差押えを行う（徴収法 62条 1項）。 

 この場合、徴収職員は、債務者に対し、その

履行を禁止し、滞納者に対しては、債権の取立 

てその他の処分を禁止しなければならず（同条

2項）、また、差押えの効力は、債権差押通知書 

が、第三債務者に送達された時に生ずるものと

されている（同条 3項）。次に、差押債権につ 

いては、徴収職員が第三債務者に対して、その
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履行を請求し、取り立てることになるが（同法 

67 条 1 項）、第三債務者が請求に応じない場合

には、一般の私法手続に沿って債権取立ての措 

置（支払命令の申立、給付の訴え提起等）を講

ずる必要がある（国税徴収法基本通達第 67条 

関係 4）。 

 こうした預金等の債権の滞納処分が適法に

行われるためには、少なくとも、差押えの対象 

となる債権が、差押時に滞納者に帰属している

ことが当然の前提となる。このため徴収職員は、 

当該預金等の債権が滞納者に帰属するかどう

かの判定にあっては、借用証書、預金通帳、売 

掛帳その他取引関係帳簿書類等により行うこ

とが求められる（同通達第 47 条関係 20(7)）。 

しかし、実際上、差押えの対象となる預金に

ついては、本人名義預金であっても第三者に帰

属するものや、逆に、本人に帰属する預金であ

っても、第三者名義（架空名義を含む）となっ

ているものが混在するため、差押えの対象とな

った預金の帰属をめぐり、滞納者又は第三債務

者が国に対して差押処分の取消し又は無効確認、

不当利得返還請求等の形で訴訟を提起している。 

 以下においては、記名式預金に対する滞納処

分に係る訴訟事例を中心に、強制執行の訴訟事 

例も織り込みながらその概要を紹介する。 

 なお、事例は、便宜上、預金名義の態様によ

り、①架空名義預金、②家族、従業員等の氏名 

を名義人とする借名預金、③事務の委任契約に

係る受任者名義の預金（以上の①～③を総称し 

て「第三名義者預金」という。）、④本人名義預

金、⑤共同名義預金に分類することとする。 

 

1 架空名義預金 

○ 東京地判昭和45年12月21日（判速608

号 27頁）11 

［事案の概要］ 

Ⅹ国税局長が、Ａ音楽協議会の滞納国税

を徴収するため、Ｙ銀行の支店のＢ名義の

普通預金（以下「本件預金」という。）を

差し押さえたところ、Ｙ銀行が、本件預金

の預金者は、Ａであるか不明であるとして

払い戻しを拒否したため、Ⅹが、Ｙに対し

て取立請求を行ったものである。 

 ［判決要旨］ 

  本件預金については、預金行為者が、滞納

者Аの事務局員Ｃであること、名義人であ 

るＢは、届出の住所には居住していないこと、

預金差押え直後にＣがＢと名乗って、支店長

に対して、差押えの苦情を述べていること、

本件預金口座は、一度に 100万円以上の金員

が預入れられることがほとんどであり、取引

回数も頻繁であるが、Ｃには、そのような預

金をする経済力が見られないこと等の事実

を総合的に判断し、預金者は、滞納者である

Ａ音楽協議会としてⅩの請求を容認した。 

 

○ 東京地判昭和48年10月17日（金法708

号 38頁） 

［事案の概要］ 

  Ⅹ国税局長は、Ａの滞納国税を徴収するた

め、第二次納税義務者Ｂに対して、納付通知 

書を発したものの、Ｂは滞納国税を納付しな

かったため、納付催告書により督促を行った。

その後、Ⅹは、ＢがＣ名義（架空名義）の普

通預金（以下「本件預金」という。）を有し

ているＹ銀行の支店に対し、本件預金債権を

差し押さえるべく、債権差押通知書を送達し、

履行を催告したところ、Ｙ銀行がこれを拒否

したため、Ⅹが、Ｙ銀行に対して取立訴訟を

提起したものである。 

 ［判決要旨］ 

  本件預金の預金通帳及び届出印は、Ｂが所

持していたこと、Ｃなる人物は届出住所に居

住していた事実はないこと、本件差押えにつ

きＤなる人物からⅩ国税局長に対し、預金債

権はＢに対する貸付金の返済を受けるため

に、差押え前に既にＢから譲渡を受けている

として、異議申立てがなされていること（異

議申立ての頃、Ｄは本件預金の預金通帳及び

届出印を所持し、国税局の係官に提示してい

たこと）の事実が認められることから、Ｃ名

義は、Ｂが便宜上使用していた架空名義に過

ぎず、本件預金の債権者はＢであるとして、

Ｘ（国）の請求を認容した。 

 

2 借名預金 

○ 大分地判 昭和 48年 3月 26日（訟務月

報 19巻 8号 5頁） 

［事案の概要］ 

国税の滞納者であるＡが、Ｂ信用金庫に有
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していた無記名定期預金につき、同金庫から 

Ａに対して払戻金を支払う旨の調停が成立

し、その支払小切手を受領したので、Ａはこ

れを普通預金口座に入金後、本人名義とＸ外

6 名の家族の各名義をもって定期預金をした。

その後、Ｙ税務署の徴収職員が、Ａの滞納国

税を徴収するため、Ｘ及びＣ名義の各定期預

金（以下「本件各預金」という。）を差し押

さえて、取立てを行い、滞納国税に充当した

ところ、Ｘ外 3名は、本件預金は、Ｘ外 3名

のものであり、取立額と同額の損害を被った

として国に対して損害賠償の請求をしたも

のである。 

［判決要旨］ 

本件定期預金は、Ａが、その所有する無記

名定期預金の払戻金を預け入れてなされた

ものと認められることから、名義人はＸ及び

Ｃであるが、その資金の出捐者はＡである。

また、印鑑の所有関係を含めその預入手続を

行ったのもＡであることから、本件定期預金

の預金者はＡであるとしてＸ外3名の請求を

棄却した。 

 

○ 東京高判平成 5 年 8 月 30 日（金商 934

号 15頁） 

［事案の概要］ 

Ｘ社は、Ａ社から同社の一般乗用旅客運送

事業の営業を譲り受ける契約を締結し、その 

後、Ａ社の代表取締役としてＸ社の子会社の

代表者であったＢを派遣して、当該営業譲渡

について道路運送法第 39条の認可（以下「39

条の認可」という。）を受けるまでの間は、

形式的にＡ社の名称を使用しつつ営業を行

っていた。営業を行うための当座勘定につい

ては、Ａ社が銀行取引停止処分を受けていた

ため、Ｘ社はＢに依頼して同人の名義を借用

して当座預金口座を開設し、その通帳はＸ社

の社員、届出印はＢがそれぞれ管理していた。

Ｘ社が 39 条の認可を受けた後、社会保険庁

長官は、Ａ社の滞納に係る健康保険料を徴収

するため、Ｂ名義の当座預金（以下「本件預

金」という。）及び保管現金を差し押さえ、

これを取り立てたところ、Ｘ社は、本件預金

及び現金は、いずれも自己に帰属するもので

あり、Ｙ（国）は法律上の原因をなしにＸの

損失において不当利得を受けたとして、Ｙに

対しその返還を求めたものである。 

［判決要旨］ 

第 1審（東京地判平成 4年 6月 9日（金商

902号 15頁））においては、Ｂ名義の当座預

金口座は、その開設以来Ｘ社に帰属するもの

であり、Ｙ（国）は不当利得をＸに返還すべ

きと判示した。 

本判決においては、本件当座預金の口座は、

Ａ社の出捐により開設され、Ａ社の営業収入

が入金され、必要経費が支出されていたもの

であり、その開設以来 39 条の認可が下りる

までの間は、法的には、Ａ社に帰属していた。

しかし、営業権売買契約書においては、契約

締結日以後の経営又は所有権に基づく一切

の債権はＸ社に帰属する旨が定められてい

ることから、39条の認可の日にその効力が生

じたことによって、同日以後Ｘ社による営業

により生じた債権はもとより、前記契約締結

日から認可の日までの間に生じたＡ社の営

業に基づく一切の債権も認可の日にＸ社に

帰属するに至り、従って、認可日以降本件当

座預金は、Ｘ社に帰属するとして、第 1審同

様、国が不当利得をＸに返還すべきとした。 

 

○ 最二小判平成 7 年 2 月 10 日（租税徴収

関係裁判例集 2469頁） 

［事案の概要］ 

公認会計士Ｘは、かねてからＡ畜産協同組

合及びＢ畜産協同組合の税務問題等につい

て相談を受けていたところ、Ａ組合から負債

整理の事務処理を依頼されたため、Ｃ銀行の

支店に「Ａ組合代理人Ｘ」名義の普通預金口

座（以下「Ａ預金口座」という。）を開設し、

同口座への補償金の振込を受けて、負債整理

の事務処理を遂行した。 

その後、Ａ組合の畜舎、建物等及び繁殖牛

をＢ組合に売却することで合意し、Ｂ組合は 

売却代金の前渡金をＡ預金口座に振り込ん

だものの、畜舎、建物等については、売買契

約の締結に至らず、前渡金の一部をＢ組合に

返還しなければならなくなった。このため、

Ｘは、Ａ預金口座から一部を振替え、「Ａ組

合代理人Ｘ」名義でＣ銀行の同支店に定期預

金をしたが、税務当局の係官がＡ組合の預金
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等について調査しているとの情報を入手し、

上記定期預金を解約して、「Ｂ組合代理人Ｘ」

名義で定期預金（以下「本件預金」という。）

をした。その後、Ｙ1 税務署長は、Ａ組合の

滞納国税を徴収するため、本件預金を差し押

さえ、これを取り立てて租税債権に配当した

ところ、Ｘは、本件預金は自己に帰属すると

して、Ｙ1 に対し本件差押えの取消しを、国

（Ｙ2）に対し不当利得の返還を求めたもの

である。 

［判決要旨］ 

原審（広島高松江支判平成 6 年 3 月 30 日

（租税徴収関係裁判例集 2368 頁））において

は、まず、差押処分取消しの訴えの適否につ

いては、差押えにより本件預金の取立ては完

了し、配当も終了していることから、滞納処

分手続は終了し、その一部をなす差押えの効

力も目的を達して消滅したものとし、Ｘは差

押えが取り消されなくとも、本件預金の取立

てにより受益したＹ2（国）に対して、本件

預金がＸに帰属するものであったことを理

由として不当利得返還請求をすることは妨

げられないから、取消しによって回復すべき

法律上の利益はないと判示した。次に本件預

金の帰属については、本件預金の出捐者はＡ

組合であると認定した上で、ＸがＹ1 税務署

長からＡ組合の財産として滞納処分による

差押えの対象とされるのを免れるため、一時

的に預金名義をＡ組合以外の名義とする目

的からなされたものと推認するのが相当で

あり、前記前渡金の返済義務の履行としてな

されたとは認められず、本件預金の預金者は

Ａ組合であるとして、Ｘの請求を棄却した。 

本判決もＸには差押の取消しを求める法律

上の利益がなく、また、本件預金はＡ組合に 

帰属するとした原審の認定判断は正当とし

て是認した。 

 

○ 青森地判平成16年8月10日（金商1206

号 53頁） 

［事案の概要］ 

滞納会社Ａ社を契約者、その従業員Ｘを受

取人とする自動車保険契約及び労災保険契

約に基づく保険金（自動車保険金及び労災保

険金）が、Ａ社の事務員が開設したＸ名義の

普通預金口座（以下「本体口座」という。）

に入金された。当該保険金の受領に関しては、

本件口座の開設前に、Ａ社とＸの妻との間で

Ａ社がＸの妻に対し、入院、通院補償費、退

院祝金及び後遺症の場合の費用を支給し、そ

の見返りとして、保険金の実質上の受取人は

Ａ社であることを確認し、Ｘ名義の口座を開

設した上で、保険金受取りのために必要な書

類をＸからＡ社に引渡す旨の契約が締結さ

れていた。保険金の入金後、Ｙ税務署の徴収

職員が、Ａ社の滞納国税を徴収するため、本

件預金の差押えを行い、取り立てて租税債権

に充当したところ、Ｘは、本件預金は自己に

帰属するので差押えは違法であり、Ｙ（国）

に不当利得が生じているとして、Ｙ（国）に

対してその返還を求めたものである。 

［判決要旨］ 

普通預金は、口座に入金があるたびに発生

した預金債権は、口座の既存の預金債権と合

算され、1 個の預金債権として扱われる性格

を有し、その帰属の判断に当たっては、口座

開設に当たり金銭を出捐した者が誰かとい

うことに加え、口座の開設者及びのその意図、

口座の名義人、口座の管理者等の諸事情を総

合的に検討すべきとしたうえで、従業員Ｘの

本件預金債権は、次の諸事情を考慮するとＡ

社ではなくＸに帰属し、従って本件預金の差

押は違法であり、Ｙ（国）に対して不当利得

の返還を命じた。 

① 保険金の受取人はＸであり、Ｘでなけ

れば保険金を受領できないのであるか

ら、Ａ社は、Ｘに帰属する預金口座を開

設する意思の下、本件口座を開設したも

のであり、そして、本件口座は、前記保

険金の受領に関する契約に基づきＸの

妻がＡ社にその代理権を授与したもの

であり、従って本件口座は、Ａ社がＸの

代理人として開設したものであること

（口座開設時に入金された金額は、Ａ社

による立替金というべきである。） 

② 通帳及び届出印は、口座開設時以降Ａ

社が所持、保管していたが、本件差押時

点においては、Ｘの妻が当該通帳及び届

出印を管理していたこと 

③ 本件口座開設後本件差押があるまでの
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間は、Ａ社は、受取保険金を雑収入とし

て計上していなかったことからすれば、

Ａ社は、本件口座はＸに帰属すると考え

ていたものと推認されること 

 

○ 東京地判平成 16年 11 月 14日（公刊物

未登載） 

［事案の概要］ 

滞納会社Ａ社は、在日米軍基地に隣接する

Ｂ社所有の土地において産業廃棄物処理業

を営んでいたところ、焼却炉の排煙中のダイ

オキシンが問題となったため、国がＡ社及び

Ｂ社に補償金を支払うことを条件に廃棄物

焼却事務を廃止すること等を内容とする補

償契約が締結された。補償費は、一旦Ｂ社の

預金口座に振込まれた後、その一部が、Ａ社

の代表者の妻Ｘ1 名義の普通預金口座及び代

表者の子Ｘ2 名義の普通預金口座に振込まれ

るとともに、Ｘ1 名義の定期預金口座が開設

された。その後、Ｙ国税局の徴収職員が、Ａ

社の滞納国税を徴収するため、前記三口座

（以下「本件各口座」という。）の各預金（以

下「本件各預金」という。）を差し押さえて、

これを取り立てて滞納租税債権に充当した

ところ、Ｘ1 及びＸ2 は、本件預金はそれぞ

れ自己の預金であるから、法律上の原因がな

く、Ｘ1 らの損失をもってＹ（国）に不当利

得が生じているとしてその返還を求めたも

のである。 

［判決要旨］ 

本件各口座は、形式的には、Ｘ1 又はＸ2

の名義であるが、次の諸事情を考慮すると、

経営状態が悪化していたＡ社の資金を分散

させるため、Ｘ1 及びＸ2 の名義を借用して

開設されたものであって、本件預金は、Ａ社

に帰属するものであり、従ってＹ（国）の徴

収手続は、法律の原因に基づく有効なもので

あるとしてＸ1及びＸ2の請求を棄却した。 

① Ｘ1 及びＸ2 名義の各普通預金に対す

る振込みについては、Ｘ1 及びＸ2 は、

それぞれ貸付の返済であると主張する

が、これらの貸付を認めるに足る証拠は

ないこと 

② Ｘ1 及びＸ2 は、上記各普通預金口座

が開設される前に、それぞれ別の銀行に

預金口座を有しており、新たに預金口座

を開設する必要が認められず、しかも、

当該各普通預金口座の開設と同時に同

一銀行支店においてＡ社の代表者名義

の普通預金口座が開設されていること 

③ Ｘ1 名義の定期預金口座については、

その預入資金は、Ｘ1がＡ社から支払を

受け得たものであって、自己の出損でこ

れを預け入れたものであるとは認めら

れず、加えて口座開設手続は、Ｘ1では

なくＸ2の部下が行っていること 

 

3 受任者名義預金 

○ 最一小判平成15年6月12日（金法1685

号 59頁） 

［事案の概要］ 

弁護士Ｘは、滞納会社Ａ社から債務整理事

務の委任を受け、事務遂行のためＡ社から受

領した金銭をもってＸ名義の普通預金口座

（以下「本件預金口座」という。）を開設し、

通帳及び届出印を管理して預金の出入金を

行っていたところ、Ｙ税務署長が、Ａ社の滞

納国税を徴収するため、本件口座に係る預金

（以下「本件預金」という。）の差押えを及

び交付要求を行ったところ、Ｘが、Ｙに対し

て差押えの取消し等を求めたものである。 

［判決要旨］ 

原審（福岡高裁宮崎支判平成 13年 7月 13

日（公刊物未登載））においては、任意整理

事務を受任した弁護士は、その前払費用とし

て委任者から弁済資金を受領したとしても、

債務の弁済を委任者の代理人として行うこ

とが委任の目的であって、その目的以外に弁

護士が弁済資金を自由に処分できるもので

はなく、善管注意をもってこれを管理し、委

任契約が解約されたときは、その返還義務を

負うとしたうえで、本件預金契約は、Ａ社の

出捐によりＡ社の預金とする意思でＹを使

者ないし代理人として締結したものであり、

本件預金はＡ社に帰属するとして、一審同様

Ｘの請求を棄却した。 

これに対して、本判決においては、「債務

整理事務の委任を受けた弁護士が委任者か

ら債務整理事務の費用に充てるためにあら

かじめ交付を受けた金銭は、民法上は同法
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649 条の規定する前払費用に当たるものと解

される。そして、前払費用は、交付の時に、

委任者の支配を離れ、受任者がその責任と判

断に基づいて支配管理し委任契約の趣旨に

従って用いるものとして、受任者に帰属する

ものとなると解すべきである。受任者は、こ

れと同時に、委任者に対し、受領した前払費

用と同額の金銭の返還義務を負うことにな

るが、その後これを委任事務の処理の費用に

充てることにより同義務を免れ、委任終了時

に精算した残金を委任者に返還すべき義務

を負うことになるものである。」と委任者か

ら弁護士に交付される金員の性質について

判示をした上で、本件預金契約を締結したの

はＸであり、本件預金は、その後口座に入金

されたものを含めてＸに帰属するとして原

判決を破棄し、第一審判決を取り消して、本

件差押えを取り消した。 

 

○ 東京高判平成 15年 7月 9日（金法 1682

号 168頁） 

［事案の概要］ 

弁護士Ｘは、他の弁護士 2名とともに滞納

者Ａから同人の詐欺被告事件の弁護を受任

し、被害者から弁済を求められた場合には、

これに応じて弁償するよう依頼を受け、Ａか

ら送金される金銭を管理するため「Ｂ法律事

務所弁護士Ｘ、Ａ預り金口」という名義の普

通預金口座（以下「本件預金口座」という。）

を開設した。なお、開設に当たっては、Ｘが

自ら開設費を支出し、通帳など印章も管理し

ていた。そして、本件預金口座にＡが代表者

を務める 2つの会社から資金が振込まれ、預

金（以下「本件預金」という。）とされた後、

Ｃ国税局の徴収職員がＡの滞納国税を徴収

するため、本件預金を差し押さえ、これを取

り立てて滞納租税債権に充当したところ、Ｘ

は、本件預金は、自己に帰属するものである

と主張し、Ｙ（国）に対して不当利得の返還

を請求したものである。 

［判決要旨］ 

本判決においては、弁護士Ｘが預金契約を

し、預金通帳や印章を管理しているとしても、

Ａが本件預金口座への入金の大部分を行っ

ていることから、Ａが預金の出捐者と見る余

地があるとしながらも、Ａが本件預金口座に

振り込んだ金額のうち、一部は刑事被告事件

の弁護士報酬としてＸに交付する趣旨で振

り込まれたものであり、残額は、被害弁償の

資金等弁護活動をするための前払費用の趣

旨で振り込まれたものと認めるのが相当で

あり、前払費用は交付時に委任者の支配を離

れ受任者に帰属すると判示した上で、本件預

金の預金者は、第一審と同様にＸであるとし

て本件滞納処分は無効でありＹ（国）に対し

不当利得による返還義務があるとした。 

 

4 本人名義預金 

○ 最二小判平成 8年 4月 26 日（判時 1567

号 89頁、金法 1455号 6頁） 

［事案の概要］ 

Ｘ会社は、賃借建物の賃料を支払うため、

Ａ社の当座預金口座に振込依頼すべきとこ

ろ誤って、Ａ社の社名と同一の読み方をする

Ｂ社の普通預金口座を指定したため、同口座

に入金記帳がなされた（以下「本件振込み」

という。）。その後、Ｂ社の債権者であるＹ社

が、Ｂ社の同口座の預金残高のうちの一定額

（以下「本件預金」という。）を差し押さえ

たため、ＸがＹの預金に対する強制執行につ

き第三者異議の訴えによりその排除を求め

たものである。 

［判決要旨］ 

原審（東京高判平成 3年 11月 28日（金法

1308 号 31 頁））は、振込金による預金債権

が有効に成立するには、特段の事情がない限

り、基本的には、受取人と振込依頼人との間

において当該振込金を受ける正当な原因関

係が存在することを要するとして、本件振込

については、誤振込であり、Ｂ社の銀行に対

する預金債権は成立しておらず、本件振込み

に係る金員の価値は、実質的にＸ社に帰属す

るものとして、Ｘは、差押えの排除を求める

ことができるとした。 

これに対し、本判決においては、「振込依

頼人から受取人の銀行の普通預金口座に振

込みがあったときは、振込依頼人と受取人と

の間に振込みの原因となる法律関係が存す

るか否かにかかわらず、受取人と銀行間に振

込金額相当の普通預金契約が成立し、受取人
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が銀行に対して右金額相当の普通預金債権

を取得するものと解するのが相当である。」

「また、振込依頼人と受取人との間に振込み

の原因となる法律関係が存在しないにかか

わらず振込みによって受取人が振込金額相

当の預金債権を取得したときは、振込依頼人

は受取人に対し右同額の不当利得返還請求

権を有することがあるにとどまり、右預金債

権の譲渡を妨げる権利を取得するわけでは

ないから、受取人の債権者がした右預金債権

に対する強制執行の不許を求めることはで

きないというべきである。」として原判決を

破棄し、第一審判決を取消し、Ｘの請求を棄

却した。 

 

5 共同名義預金 

○ 最一小判昭和62年12月17日（金法1189

号 27頁） 

［事案の概要］ 

大型小売店を経営するＹ1 社が、Ａ社及び

Ｂ社が建築する予定のショッピングセンタ

ー用建物での店舗開設に関して両社と基本

協定を取り交わした後、同協定を前提とする

建物賃貸借予約契約を締結し、Ｙ1 社が予約

証拠金を拠出することで合意され、その付帯

条件として、①建物賃貸借本契約が成立した

ときは、これを建築協力金の一部に振り替え

る、②予約契約がＡ社及びＢ社の債務不履行

によって解除されたときは、両社は直ちにこ

れをＸ社に返還し、同額の違約金を支払う、

③その解除がＹ1 社の債務不履行によるとき

は、両社はこれを違約金として取得する旨の

取決めがされた。そして、Ｙ1 社は、予約証

拠金を拠出し、結果的にＣ銀行の支店にＹ1

社とＡ社との共同名義による二口の定期預

金（そのうち一口が本件定期預金）がなされ

たが、Ａ、Ｂ二社は、ショッピングセンター

用建物の建築に着手しないまま倒産したた

め、Ｙ1 社は、予約契約を解除して、Ｃ銀行

に対して本件預金の払戻しを求めたところ、

Ａ社の債権者であるＸ社が、本件預金につき

Ａ社に持分二の一があるとしてこれを差し

押え、Ｙ2 銀行に対してその払戻しを求め、

Ｙ1 社に対しては、その取立権を有すること

の確認を求めたものである。 

［判決要旨］ 

原審（仙台高判昭和 59 年 11 月 16 日（公

刊物未登載））においては、まず、民法 427

条（分割債権及び分割債務）以下の規定12は、

多数当事者の債権債務のうちの共有的なも

のを対象としたものであって、複数人が実在

的総合人を構成するとか、共同目的に拘束さ

れた結合的存在となっている場合の債権債

務には適用しないと解すべきであるとした。

そして、Ｙ1 社とＡ、Ｂ両社は、ショッピン

グセンター用建物を建築して完成の暁に店

舗開設のための賃貸借本契約を締結するこ

とを共同の目的としていた結合的存在であ

り、本件定期預金は、その目的を達成する一

手段であるので民法427条以下の適用はなく、

結合の構成員に合有的に帰属するものであ

り、従って共同目的が達成され又は達成され

ないことが確定するまでの間は、各構成員は、

単独ではこれを処分できないとしたうえで、

予約契約の解除によって本件定期預金は預

金当初に遡ってＹ1 社への帰属が確定したと

認定し、Ｘ社の請求を棄却した。本判決にお

いては、原審の判断は正当として是認した。 

 

第 2節 記名式預金の帰属を巡る滞納処分の諸

問題 

1 第三者名義預金の滞納処分 

（1） 第三者名義預金は、出捐者が自己の名義

以外の名義をもってする預金と解すれば、

その態様として、①出捐者が第三者に金員

を贈与するために当該第三者の名義とする

場合、②出捐者が、資金分散や秘匿などの

意図で第三者名義とする場合、③事務の委

任契約に基づき、その事務の遂行のため、

第三者（受任者）の名義とする場合などが

考えられる。前節で紹介した預金の滞納処

分に係る訴訟事例は、上記②、③のケース

において発生している。まず②のケースで

は、滞納者が税務対策等の理由で本来自己

に帰属する資金を架空名義預金や家族、従

業員等の借名預金として名義分散したとこ

ろ、税務当局が、これらの預金は滞納者に

帰属するとして滞納処分を行ったものであ

る。架空名義預金や借名預金であっても、

その預金が滞納者に帰属するときは、当然
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差押対象財産となるが、一般的に、滞納者

の本人名義預金との比較において、より慎

重に帰属認定を行う必要がある。その帰属

認定基準は、前節の訴訟事例でも明らかな

ように、基本的には、客観説に従い、出捐

者を預金者とすることが妥当ではないかと

考えられる。国税徴収法基本通達第 62 条

関係 17 においては、無記名定期預金、他

人名義又は架空名義の預金の差押えについ

ては、「これらの預金については、自らの出

えんによって、自らの預金とする意思で自

ら又は使者等を通じて預金契約をしたもの

が預金者となる。」に留意することとされて

いる。 

ところで、平成 15年 1 月から、「金融機

関等による顧客等の本人確認等に関する法

律」が施行され、口座開設の際には、金融

機関は厳格な本人確認を行うことが義務付

けられた。今後その徹底が図られれば、預

金の帰属認定基準として、預金の名義人を

もって直ちに預金者とする説も考えられな

い訳ではないが、出捐者から金員の交付を

受けた預入行為者が、自己名義の預金とす

ることは、依然として可能であり、出捐者

から見ると、借名預金を利用する余地は残

るため、預金の名義人を預金者とする帰属

認定基準を記名式預金に全面的に採用する

ことは適当ではないと考えられる。 

 

(2)  一方前記③のケースでは、任意整理事務

の委任を受けた弁護士が、滞納者である委

任者から金銭の交付を受けてこれを弁護士

（受任者）名義の預り口座預金とし、又は、

弁護士名義の預り口座に委任者から資金の

振込みを受けて預金としたところ、税務当

局が、当該預金は、滞納者である委任者に

帰属するとして、滞納処分を行ったもので

ある。前節の 2 つの訴訟事例においては、

委任者から交付を受けた金銭又は振込金は、

民法 649条に規定する前払金であり、その

預金は、弁護士に帰属するとしているが、

一方、同じく弁護士が任意整理の委任を受

けた次の事例においては預金の名義人であ

る委任者が預金者とされている。 

 

〇 最三小判平成 7年 9月 5日（公刊物未登

載） 

〔事案の概要〕 

   弁護士Ｘは、滞納会社Ａ社から任意整理の

委任を受け、Ａ社の代表印を受領し、債権者

に対する弁済原資となる同社の財産を管理

するため、Ｂ銀行の支店にＡ社名義の普通預

金口座を開設し、Ａ社の売掛金等が入金され

るとともに同社の必要経費が支払われた。そ

の後、Ｘは、Ｃ銀行の支店にＡ社名義の普通

預金口座を開設し、旧預金の預け替えを行っ

た。Ｙ税務署長は、Ａ社の滞納国税を徴収す

るため、当該預金口座にかかわる預金（以下

「本件預金」という。）を差し押えたところ、

Ｘが、本件預金は自己に帰属するとして、Ｙ

に対し差押処分の取消しを求めたものであ

る。 

〔判決要旨〕 

  第一審判決（東京地判平成 6 年 3 月 30 日

（金商 993号 40頁））においては、本件預金

の名義人はＡ社であること、本件預金は、Ｘ

が任意整理事務を遂行するため、開設したも

のであって、その出捐者は、Ａ社であること

から、本件預金の預金者は、Ａ社であるとし

て、Ｘの請求を棄却した。原審（東京高判平

成 7年 1月 26日（公刊物未登載））及び本判

決は、第 1審判決を相当として是認した。 

 

(3) ところで、委任契約が継続している間は、

前記の弁護士預り金口座の預金が、委任者で

はなく、弁護士に帰属することになるので、

滞納者である委任者が、滞納処分による差押

えを回避する目的で、こうしたスキームを意

図的に利用することが危惧される。このため、

例えば、①弁護士預り金口座に滞納者である

委任者からの資金が入金された場合には、国

が、預り金の返還請求権を条件付の将来債権

として差し押さえた上で、差押えの取立権に

よって任意整理委任契約を解除して差し押さ

えた預り金の返還請求権を取り立てること、

②任意整理のため弁護士に対し信託的債権譲

渡が行われた場合に、国が、弁護士に対して

詐害行為取消権により債権譲渡契約の取消し

を求めることなど、その対応策について検討

する必要がある。 
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(4) 訴訟事例における受任者名義預金としては、

弁護士預り金口座の預金や前章第 1 節で紹介

した損害保険代理店口座の預金のほか、マン

ション管理会社口座の預金に関する次の事例

を挙げることができる。 

   なお、これらの受任者名義預金の帰属認定

は、普通預金の帰属認定の問題でもある（第

1章第 2節 2（1）参照）。 

 

〇 東京高判平成12年12月14日（金法1621

号 33頁） 

〔事案の概要〕 

 Ａ社は、その親会社であるＢ社が建築、分

譲した 2つのマンションごとに、区分所有者

と管理委託契約を締結して、Ａ社名義の普通

預金口座に、区分所有者から保証預り金のほ

か毎月の管理費等の送金を受け、当該口座か

ら管理業務に必要な費用を支払ったうえ、預

金残高が、一定の額に達するとこれらを順次

定期預金に組み替えて貯蓄していた。その定

期預金（以下「本件預金」という。）は、Ｙ

銀行に存在したが、Ｙ銀行のＢ社に対する債

権を担保するため、Ａ社の連帯保証のもとに

本件預金に質権が設定され、その後、Ａ、Ｂ

両社が、破産宣告を受けたため、Ｙ銀行は質

権の実行により貸付金の回収を行ったとこ

ろ、その後に 2つのマンションの区分所有者

の団体としてそれぞれ設立された2つの管理

組合法人Ｘ1 及びＸ2 が、本件預金は、両組

合に帰属すると主張して、Ｙ銀行に対してそ

の払戻しを求めたものである。 

   なお、第 1審（東京地判平成 10年 1月 23

日（金商 1053 号 37 頁））においては、Ａ社

の破産管財人ＣがＹ銀行に対して本件預金

の払戻請求を行い、Ｘ1 及びＸ2 も本件預金

の払戻しを求めて独立当事者参加をしたが、

いずれも敗訴し、Ｃは控訴しなかった。 

〔判決要旨〕 

 第 1審においては、Ａ社は、管理委託契約

の事務処理に要する費用の前払いとして管

理費等を受け取ったものであり、前払いされ

た金員は、委託契約が継続している間は返還

を求めることができないとみるべきであり、

管理費等は、Ａ社名義の普通預金口座に送金

された段階でＡ社に帰属し、その剰余金は、

区分所有者のために預っている金員とはい

えない。従って、その剰余金を原資とする本

件預金は、Ａ社に帰属するとして、原告Ｃ、

Ｘ1 及びＸ2の請求を棄却した。 

これに対して、本判決は、まず、本件預金

の帰属について、分譲時にＢ社が、買主に提

示した管理規約やこれに基づく委託契約の

内容を踏まえ、Ａ社は区分所有者に対し管理

費等の支払を請求し、これを受領、保管する

権限はあるが、管理費等についての債権自体

は、区分所有者の団体としての管理組合に帰

属するとし、分譲後、実際に管理組合は結成

されず、管理組合等の名義での口座開設は困

難であったことから区分所有者団体の預金

口座とするために、便宜、Ａ社名義を用いた

ものであり、普通預金の預金者は区分所有者

団体であると認定した。そして、普通預金を

定期預金に組み替えても、それは、預金の管

理の方法であって預金者が区分所有者団体

であることに何ら変化はなく、同団体が、自

らの出捐によって自己の預金とする意思で

管理者たるＡ社を代理人として銀行との間

で預金契約をしたものであり、本件預金の預

金者であるとした。 

   次に、Ｙ銀行による質権の実行が、民法 478

条の類推規定により、区分所有団体に対して

効力を生ずるためには、質権設定時において

Ａ社を預金者本人と認定するにつき、金融機

関として負担すべき相当の注意義務を尽く

したと認められることを要する（最一小判昭

和 59年 2月 23日（民集 38巻 3号 445頁））

としたうえで、Ｙ銀行はＡ社から本件預金が

マンションの管理費を原資とする預金であ

ることの説明を受けている等本件預金の預

金者は区分所有者団体であると認定した根

拠となる事実を知っていたにもかかわらず、

Ａ社を預金者と認定したものであり、金融機

関として負担すべき相当の注意義務を尽く

したとは言えないとして民法478条の類推適

用を否定した。本判決は以上のように述べ第

1 審判決のＸ1 及びＸ2 の敗訴部分を取消し、

Ｘ1 及びＸ2の請求を認めた。 

 

（5）損害保険代理店口座の預金（保険料専用

口座預金）の帰属についての、裁判所の判断
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は、保険会社に帰属するとしたもの（東京地

判昭和63年3月29日（金法1220号30頁）、

東京地判昭和 63年 7月 27 日（金法 1220号

34頁））と、代理店に帰属するとしたもの（千

葉地判平成 8年 3月 26日（金法 1456号 44

頁））に分かれていたが、前掲最二小判平成

15年 2月 21日において、代理店に帰属する

との判断が示された。このため、滞納者であ

る損害保険代理店の滞納国税を徴収するた

め、当然代理店口座の預金は差押えの対象と

なる。 

一方、マンション管理会社口座の預金の帰

属については、東京地判平成 8年 5月 10日

（判時 1596 号 70 頁）及び前掲東京地判平

成 10年 1月 23日（金商 1053 号 37頁）は、

管理会社に帰属するとされたが、それぞれの

控訴審である、東京高判平成 11 年 8 月 31

日（金法 1558 号 24 頁）及び前掲東京高判

平成 12年 12月 14日は、管理会社ではなく

管理組合に帰属するとされた。このためマン

ション管理会社の滞納国税を徴収するため、

管理会社口座の預金を差し押えることはで

きないことになる。 

 

2 滞納者の預金と誤認してなされた滞納処分 

(1)  国家賠償の請求 

   徴収職員が、滞納国税を徴収するため、

第三者に帰属する預金を滞納者の預金と誤

認して、当該預金の差押え及び取立てを行

った場合には、その滞納処分は無効であり、

法律上の原因なく第三者の損失において国

が不当利得を受けるため、第三者は、その

返還請求を行うとともに、国家賠償法に基

づく損害賠償請求を行うことが考えられる。

国家賠償法 1 条 1 項は、「国又は公共団体

の公権力の行使に当たる公務員が、その職

務を行うことについて故意又は過失によっ

て違法に他人に損害を加えたときは、国又

は公共団体が、これを賠償する責に任ずる」

と定めており、果たしてこの規定が、上述

のような滞納処分に適用されるか否かが問

題となるところであるが、この点に関し、

次の最高裁判例が参考となる。 

 

〇  最一小判平成15年6月26日（金法1685

号 53頁） 

〔事案の概要〕 

   弁護士Ｘは、Ａ社から債務整理の委任を受

け、債務弁済資金としてＡ社の土地、建物及

びＡ社代表者夫妻共有の土地、建物の売却代

金が、Ｂ銀行の支店の「Ａ社代理人Ｘ」名義

の別段預金に入金され、一部弁済を行ったう

え残金がＣ銀行の支店のＸ名義の普通預金

口座に振替入金された。そして、同口座から

入金相当額が同支店の「Ａ社代理人Ｘ」名義

の貯蓄預金口座に振替入金された。その後、

税務署長がＡ社の滞納国税を徴収するため、

同口座の預金（以下「本件預金」という。）

を差し押さえて取立てを行い、滞納国税に充

当したところ、ＸがＹ（国）に対して国家賠

償法1条 1項に基づき損害賠償請求を行った

ものである。 

〔判決要旨〕 

   原審（仙台高判平成 14年 3月 28日（公刊

物未登載））においては、本件預金は、Ｘで

はなくＡに帰属するとしてＸの請求を棄却

したのに対し、本判決は、本件預金がＡ又は

Ｘのいずれに帰属するかについては、明示的

な判断を行わず、国家賠償法 1条 1項に規定

する違法性について、「滞納処分としての差

押えは、滞納者の財産に対してのみ行うべき

ものであるところ、税務署長が誤って第三者

に属する預金債権を差し押さえた場合であ

っても、そのことから直ちに国家賠償法 1条

1 項にいう違法があったとの評価を受けるも

のではなく、税務署長が当該預金債権の帰属

について認定、判断する上において、職務上

通常尽くすべき注意義務を尽くすことなく

漫然と差押えをしたと認め得るような事情

がある場合に限り、上記の評価を受けるもの

と解するのが相当である。」として、本件差

押えについては、その職務上通常尽くすべき

注意義務を尽くすことなく漫然と差押えを

した事情は認められず、国家賠償法 1条 1項

にいう違法があったということはできない

として、原審の判断を是認した。 

 

(2)  金融機関の免責 

第三者に帰属する預金を滞納者の預金

と誤認して、当該預金の差押えが行われた



税大ジャーナル ３ 2005.12 

56 

場合に、金融機関が差押債権者に支払をし

たときに、これが債権の準占有者に対する

弁済として有効であるか否かが問題となる

が、この点に関して次の裁判例がある。 

 

〇  広島高判昭和 34年 3月 11日（下級民集

10巻 3号 467頁） 

〔事案の概要〕 

Ａ税務署長は、Ｂの滞納国税を徴収するた

め、Ｙ銀行の支店のＣ株式会社名義の普通預

金（以下「本件預金」という。）をＢのもの

であると認定して、差押えを行い、Ｙ銀行は

Ａ税務署長の支払要求に応じて預金を支払

ったところ、Ｂの息子であるＸが、Ｃ株式会

社の設立発起人の一人として設立準備金引

当のため、Ｘ所有の金員を本件預金としたも

のであると主張しＹ銀行に対して預金の払

い戻しを求めたものである。 

〔判決要旨〕 

   第 1審（山口地判昭和 32 年 1月 30日（金

法 136 号 258 頁））においては、預金の帰属

認定には触れず、民法 478条の債権の準占有

者に対する弁済として有効かどうかを問題

として、Ａ税務署長は債権の準占有者に該当

するとしたうえで、銀行は行政処分の公定力

の関係上、本件預金がＸに帰属していること

が公に認定されない以上、差押えに基づく支

払請求を無視することは、困難であるから、

支払は善意になされたものと推定すべきで

あり、有効な弁済であるとしてＸの請求を棄

却した。 

これに対して本判決は、まず本件預金はＢ

に帰属せず本件差押は無効であるとした。次

いで債権の準占有者に対する弁済について、

これが有効であるためには、弁済受領者に権

限ありと信ずるとともにこれにつき過失の

ないことを要するとしたうえで、本件につい

ては、預金名義人と異なる債権者に代位する

取立てであるから、銀行としては、預金名義

人の承諾書等を徴収するとか、税務署長が債

権者であるとする者に対し又は預金名義会

社の発起人であるＸに照会するのが当然の

措置であるのに、これを行わなかったのは、

注意義務を欠き過失ありとして税務署長に

対する銀行の支払いを無効として、第 1審判

決を取消してＸの請求を認めた。 

 

〇  大阪高判昭和 38年 7月 18 日（金法 350

号 6頁） 

〔事案の概要〕 

   本判決においては、Ａ社の倒産に伴い一般

債権者5名で構成する債権者委員会が設立さ

れた。そして同社の会社全財産については、

債権者において換価処分して分配弁済を行

わせるために、国税、社会保険、従業員給料

の優先弁済を条件に、同委員会に提供され、

その一部としてＹ銀行の支店のＡ社名義の

普通預金も含まれており、同預金は、一旦払

い戻しのうえ、債権者委員であるＸ名義の普

通預金（以下「本件預金」という。）とされ

た。その後、Ｂ地方公共団体が、Ａ社の滞納

地方税を徴収するために、本件預金を差し押

え、Ｙ銀行がＢに対して支払をしたところ、

Ｘは、本件預金は自己のものであると主張し

て、Ｙ銀行に対して預金の払い戻しを求めた

ものである。 

〔判決要旨〕 

   本判決においては、まず預金の帰属につい

て、本件預金は、Ａ社の預金を全額払い戻し

を受けてＸに引き渡す意図であったところ、

Ｙ銀行より預金残置の要望があったため、Ｘ

は、当日現金で持ち帰る予定を変更して、自

己の預金の形式でＸ個人名義の預金とした

ものであり、本件預金は、Ｘ若しくはその背

後にある会社債権者に帰属し、Ｂの行った滞

納処分は、無効であると認定した。一方、民

法 478 条の適用については、滞納処分による

差押えは、権限のある処分官庁が、その権限

に基づいてなした行政処分であることを疑

うべき点はなく、本件預金債権の取立権者が

Ｂとなったことについては、一般取引関係に

おいて、行政処分の当事者以外の第三者とし

ては、一応その有効性を信ずるのは当然であ

るから、差押債権者は民法 478 条に定める債

権の準占有者に該当するとした。そして、Ｙ

銀行は、Ｂを正当な差押債権者と信じ、善意

で弁済したことを認定したうえで、一般私人

に対し、差押処分の効力を裁判を待たずして

直ちに正確に判定することを求めるのは無

理であるからＹ銀行がＢに対して善意弁済
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をしたことについて一応過失がないとして、

Ｘの請求を棄却した。 

 

                                                      
1 西原寛一「金融法」法律学全集 53 98頁。 
2 前田庸「預金者の認定と銀行の免責」新銀行実務

講座第 14巻 61頁、時岡「預金の帰属をめぐる問題

点―預金者の認定について」金法 425号 24頁、鈴

木重信「架空名義預金者認定に関する一考察」金法

577号 4頁、吉原省三「預金者の認定と表見預金者

と取引した銀行の保護」金法690号 19頁など。 
3 我妻栄「債権各論中巻（二）」735頁、田中誠二「新

版銀行取引法全訂版」114頁、石田喜久夫「預金者

の認定」金商816号 2頁など。 
4 上田宏「無記名定期預金の性質」金法689号8頁、

中馬義直「無記名・第三者名義預金の預金者の認定」

金法 500号 13頁など。 
5 導入預金とは、ある者が特定の第三者と通じこれに

金融機関の融資又は債務保証を得させるため、預金

をし、しかもその預金によって特別の金銭的利益を

得ながら、預金そのものは担保に供しないものであ

り、金融機関の不当な預金集めのために案出された

不正金融手段と言える（前掲注1、283頁）。  
6 これらの判例のうち、①～③は、導入預金に関す

るものである。  
7 本件事例は金融機関に対する預金払戻請求訴訟で

はなく、共同企業体の構成員間での請負代金引渡請

求訴訟である。 
8 東京地判昭和46年 10月 11日（判時 658号 54

頁）、東京高判昭和45年 3月 10日（金法 585号 34

頁）、東京地判昭和48年 3月 26日（金法 690号 42

頁）、東京高判昭和45年 10月 7日（金法 601号 29

頁）など。 
9 前掲判時 1816号 48頁。 
10  記名式定期預金にあっては、出捐者、預入行為者

及び名義人のいずれの者が預金者であるかが問題

となる。 
11 本件事例の同一滞納者について、別件の架空名義

預金の差押にかかわる取立訴訟として東京地判昭

和 45年 8月 28日（判速605号 37頁）がある。 
12 債権・債務が共同的に帰属する多数当事者の債権

関係として、①総有的な形態、②合有的な形態、③

共有的な形態があるが、民法 427 条以下の規定は、

③を対象としたものであり、①、②の債権関係まで

規定したものではないとするのが通説である。 
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